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要旨：これまでの報告（１～４）のまとめとして、２０１３年段階の在中国日系企業の人事管理問題を整理した。
まず、中国経済の発展に伴って、「世界の工場」から「工場＋巨大な消費市場」に変化したことによって、中
国進出日系企業が「作る産業」から「作り・売る産業」に、つまり製造業から製造業＋第三次産業へ、そして
資本形態が合作・合併形態から独資形態に変化し、かつ中国本社・持ち株会社、R&D事業所の進出を明らか
にした。次いで、過剰労働力の中での失業問題、なかんずく大卒者の過剰と失業という労働力需要のミスマッ
チの中で、日系企業も人件費上昇と採用難・離職、特に高級人材のそれが問題となってきた。高い賃金とキャ
リアアップを求める高学歴の若者に、相対的に低い賃金と遅い昇進・ガラスの天井をもつ人事管理をする日系
企業が敬遠されてきていることを明らかにした。これは中国の若者の意識と日系の企業文化との衝突であると
捉えた。日系企業は従業員教育の高度化で人材育成をし、人の現地化を強化しようとしているとしている。た
だ、文化衝突がこの従業員教育で解消するかは未だ不分明である。なお、新たな動きとしてグローバル企業が
グローバル人材育成に乗り出していることも指摘した。
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はじめに
これまで本論集１（２０１１年３月刊）～４（１４年３月
刊）に、「在中国日系企業の人事管理」について１～４
まで掲載してきた。この僅かの間にも、中国の政治・経
済・社会変化及び日中の政治・経済関係の変化は著し
く、中国の労働市場、日系企業の置かれている状況は、
極端にいえば、毎年のように変動している。特に、１０年
の日本政府の「尖閣諸島国有化」、安倍内閣の「歴史認
識」等を要因とする日中関係の悪化は政治的のみなら
ず、経済的関係に大きく影響した＊１。また、最低賃金の
急上昇・人件費の高騰、０８年、１３年の中国の労働法制の
改訂、昨今の中国経済の「成長鈍化」（１０％以上から７％
台へ）は、日本企業の中国進出への意欲変化（「チャイ
ナからチャイナ＋１」）をもたらした。
本稿では、これまでの１～４の報告を踏まえながら、
改めて、在中国日系企業の人事管理の問題・課題につい
て検討し、一連の報告の「まとめ」としたい。
改めて言うまでもないが、日中の経済関係の深化は著
しく、特に日本経済にとっては中国を抜きにしては考え
られなくなっている。
日本の対中輸出のシェアは、０８年に対米シェアを上回
り、対中シェアが最大規模となり、１１年には１９.７％を占
めるに至った。その後対中関係の悪化で若干シェアを落
としたが１３年は１８.１％であった。対中輸入シェアも０４年
以降２０％を超すようになり、０９年には２２.２％に達し、そ
の後輸出と同様若干低下したが１３年は２１.７％を占めてい
る。その結果、貿易総額に占める対中シェアは０６年に対
米シェア（１７.２％）を抜き１７.４％となり、１３年は２０.０％
（対米１３.１％）と貿易総額の５分の１を占めるに至って
いる＜JETRO「２０１３年日中貿易図表」＞。
また、日本の対中直接投資実績は、２０００年度の５１１億
円から急増し０５年度には４,３１９億円に達した。その後減
少傾向となり、リーマンショックがあった０８年度は８５８
億円に激減した。０９年以降再び増加傾向となり、１４年度
は４,９０９億円と最高額となった＜財務省「対外及び対内直
接投資状況」＞。
そして、データによってその数の違いはあるが、日系
企業・事業所の増加も著しい。日本企業の中国進出が、
「低人件費（低賃金）労働市場」に加えて、巨大な「消
費市場としての中国」との位置づけが加わり、製造業中
心の進出から、非製造業（卸・小売業、金融・保険業、
不動産業）の進出が加速されてきている。企業形態も合
作、合弁会社から日本側１００％出資の独資に変わりつつ
あり、さらに複数の事業形態・事業所を持つ大企業では
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持株会社・地域統括会社である「中国本社」の設立も増
加している。
そして、中国の労働市場の変化、労働法制の改訂、賃
金コストの上昇、労働者意識の変化の中で、日系企業の
人事管理のあり方も変化しつつある。
1．日本企業の対中国進出の推移
ここで、改めて日系企業の中国進出の軌跡を見ておこ
う。
進出企業数の推移
在中国（本土）日系企業数はデータ源によって数値に
大きなズレがある。中国側のデータ（外商投資企業年末
登記数）では、２０００年の１４,２８２社から増加を続け０８年度
に２５,７９６社となり、０９年に２,５００社強減少したが、再び増
加傾向となり，１２年末は２３,０９４社となっている。ただし
増加数は比較的少ない。日本側のデータ（経済産業省
「海外事業活動基本調査」、以下、経産省データ）では、
２０００年は１,７１２社で、０１年に１５０社強減少するが、その後
毎年数百社単位で増加を続け、１１年度末には４,９０８社と
なり、１２年度は１,５００社近く増加している。このように
日本側データは中国側データより大幅に少ない＊２。これ
は、注に示したように、日本本社の子会社・孫会社を対
象としたものであり（つまり、中国で日本人が独立に設
立している法人は除かれている）、また調査票の回収率
が７５％程度であり、しかも、金融・保険業、不動産業が
除かれているため、数値が実態より大幅に少なくなって
いる。
なお、帝国データバンクの調査では１２年８月末で１４,
３９８社であった。また、東洋経済が２０１３年 ７ 月に発表
した『海外進出企業総覧２０１３年版』によると、日本企
業の海外現地法人数（日本企業出資比率合計１０％以上
の日系現地法人）は２５,２０４社であった。
外務省「海外在留邦人数調査統計」によれば（表１）、
１２年の日系企業の拠点数は、日本本店の支店・出張所
９９、独資の本店１,８４６、独資の支店・出張所４９６、合弁企
業２２,４３２、日本人が興した会社１３０＋α、区分不明が６,０５７
で総計３１,０６０＋α所である（０６年は１０,７５８所であった）。
多分数値としてはこれが一番実態に近いのではないだろ
うか。
つまり、日系企業の法人数は独資、合弁を合わせて
２５,０００社前後、その支店・支所・事業所を含めると３万
所を超える数となるのである。
日系企業の総従業者数は、経産省データによると、１９８８
年度末の２.４万人が２０００年度末には約５５万人と２０倍に増
加し、その後も年々増加を続け、０４年度には１００万人を
超し、１１年度には１５０万人を超し、１２年度末は１５９万人に
なっている。これも経産省データであるため、少なくで
ており、実態は２００万人を超えているのではないかと思
われる。
進出産業の変化（表２）
進出法人数が増加しつつある中で、その産業構成も変
化してきている。当初は労働力集約型の製造業を中心と
し、その日系製造業企業の活動を支援するための卸売業
（商社機能）、サービス業（主に人材エージェント・コン
サルタント）、銀行（表のデータには含まれていない
が、後に述べるように、日本の３大銀行は９０年代半ばに
進出している）等が進出していた。２０００年段階では、繊
維・衣服、電気機械を中心に製造業が７４％で、非製造業
は進出した製造業の活動を補佐する商業（卸売業）と
サービス業を軸に２６％でしかなかった。その後、非製造
業、特に卸売業の比重が高まり、１２年には４割を占める
ようになった（JETROのデータ＜第２回サービス産業
の海外展開実態調査２０１２年＞では、中国に進出（予定
も含む）しているサービス産業の進出時期は、９０年代が
２３.３％で、００年から０９年が３３.９％、１０年から１２年が９.
７％、１３年以降が５.１％で、２０００年以降でほぼ半数を占
めている）。他方、製造業では繊維・衣服の割合が低下
し（１３.１％→５.４％）、機械（３.０％→８.４％）、自動車に代
表される輸送用機械（６.２％→８.２％）の割合が増加して
きた。
近年は、これも後に述べるように、研究・開発会社、
小売業の進出も著しい。
進出形態の変化
また日系法人の進出形態の変化も著しい。
一般的に、当初は、日本本社の中国に駐在員事務所を
置き、次いで支社・支店、日本側と中国側双方の出資に
よる合作・合弁企業として法人企業となり、さらに日本
表１ 在中国日系企業の事業所数の推移
事業所数計 ２０１２年区分別事業所数
２００６年 １０，７５８＋α 独資本店 １，８４６
２０１１年 ３３，４２０＋α 本店以外 ４９６
２０１２年 ３１，０６０＋α 合弁企業 ２２，４３２
２０１３年 ３１，６６１＋α その他 ６，８６９
注：その他には日本本社の支店・事業所、日本人が中国で起こし
た会社、区分不明を含む
出所：外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計」（各年）よ
り作成
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側出資１００％の独資企業の設置となる。
日本側の出資割合別の日系法人の構成を見ると（表
３）、２０００年段階では、日本側の支配権の及ばない５０％
未満が２割、５０％超～１００％未満の合弁・合作企業が４
割弱、１００％の独資が３割であった。その後１００％未満の
合弁・合作企業の割合は低下し（実数は微増）、特に日
本側の支配権の及ばない５０％未満の割合の減少が著し
い。つまり、合弁・合作企業においても日本側が支配権
を持つ５０％ 以上の企業が多いのである。独資が実数、
割合共に増大し、１２年段階では独資企業が７割弱を占め
るに至っている。独資割合は非製造業の方が多く、１０年
度から４分の３を占めている。
多くの日系製造業企業は、当初、出資割合５０％未満の
合弁から出発し、その後、出資割合を増加させ、次いで
１００％の独資に転換する経過を取る。ただ、ある段階か
ら、初めから独資で設置する企業も現れるようになる。
このような設置形態の変化は、中国側の外資への姿勢
と大きく関わっていた。特に、外資導入直後は、独資に
よる企業設置を認めず、合作・合弁のみを許可し、しか
も日本側の出資比率も５０％超を認めていなかった。
近年のもう一つの企業進出の形態の特徴は、中国に地
域包括会社を設置し、グループ企業の中国での企業活動
表２ 産業別企業数の推移
年度 ２０００年度 ２００５年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０００年度 ２００５年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度
合 計 １，７１２ ３，１３９ ４，６１９ ４，９０８ ６，４７９ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
製造業 １，２６３ ２，１５６ ２，８４６ ３，００２ ３，８７９ ７３．８ ６８．７ ６１．６ ６１．２ ５９．９
食 料 品 ９２ １２５ １６４ １６７ １８５ ５．４ ４．０ ３．６ ３．４ ２．９
繊 維 ２２４ ２１６ ２２１ ２３８ ３５３ １３．１ ６．９ ４．８ ４．８ ５．４
機 械 計 ５２ ２３４ ３８２ ３９５ ５４５ ３．０ ７．５ ８．３ ８．０ ８．４
電気・情報・精密機械 ２１５ ５８６ ５４９ ５８６ ７０３ １２．６ １８．７ １１．９ １１．９ １０．９
輸送機械 １０６ ２５８ ４２０ ４５６ ５３０ ６．２ ８．２ ９．１ ９．３ ８．２
非製造業 ４４９ ９８３ １，７７３ １，９０６ ２，６００ ２６．２ ３１．３ ３８．４ ３８．８ ４０．１
情報通信業 － １０７ ２１０ ２０４ ２７８ － ３．４ ４．５ ４．２ ４．３
卸 売 業 ２０４ ４４９ ８９２ ９５４ １，３０８ １１．９ １４．３ １９．３ １９．４ ２０．２
小 売 業 － ５２ １１６ １３６ １７９ － １．７ ２．５ ２．８ ２．８
サービス業 １２５ １３６ ２４１ ２９１ ３９５ ７．３ ４．３ ５．２ ５．９ ６．１
注：機械＝２０００年度は一般機械、２００５年度以降は汎用＋生産用＋業務用機械、
電気・情報・精密機械＝電気機械＋精密機械、２０１０年度以降は電気機械＋情報通信機械
２０００年度の卸売業は商業（小売業を含む）
出所：経産省「海外企業活動基本調査」各年より作成
表３ 現地法人企業数（日本側出資比率別）（中国本土）
（単位：社、％）
合 計 ５０％未満 ５０％
５０％超
１００％未満
１００％ 不明 合 計 ５０％未満 ５０％
５０％超
１００％未満
１００％ 不明
２０００年度 合 計 １，７１２ ３６７ １４７ ６４８ ５５０ － １００．０ ２１．４ ８．６ ３７．９ ３２．１ －
製 造 業 １，２６３ ２８４ ９９ ５２９ ３５１ － １００．０ ２２．５ ７．８ ４１．９ ２７．８ －
非製造業 ４４９ ８３ ４８ １１９ １９９ － １００．０ １８．５ １０．７ ２６．５ ４４．３ －
２００５年度 合 計 ３，１３９ ４６２ １５８ ８８２ １，６１５ ２２ １００．０ １４．７ ５．０ ２８．１ ５１．４ ０．７
製 造 業 ２，１５６ ３１９ １０３ ７２６ １，００３ ５ １００．０ １４．８ ４．８ ３３．７ ４６．５ ０．２
非製造業 ９８３ １４３ ５５ １５６ ６１２ １７ １００．０ １４．５ ５．６ １５．９ ６２．３ １．７
２０１０年度 合 計 ４，６１９ ４８０ １４０ ９９９ ２，９８０ ２０ １００．０ １０．４ ３．０ ２１．６ ６４．５ ０．４
製 造 業 ２，８４６ ３１５ ９４ ７４６ １，６７７ １４ １００．０ １１．１ ３．３ ２６．２ ５８．９ ０．５
非製造業 １，７７３ １６５ ４６ ２５３ １，３０３ ６ １００．０ ９．３ ２．６ １４．３ ７３．５ ０．３
２０１１年度 合 計 ４，９０８ ５０１ １３６ １，０２５ ３，２２９ １７ １００．０ １０．２ ２．８ ２０．９ ６５．８ ０．３
製 造 業 ３，００２ ３２８ ９０ ７７８ １，７９６ １２ １００．０ １０．９ ３．０ ２５．９ ５９．８ ０．４
非製造業 １，９０６ １７３ ４６ ２９４ １，４３３ ５ １００．０ ９．１ ２．４ １５．４ ７５．２ ０．３
２０１２年度 合 計 ６，４７９ ５６２ １６２ １，２２８ ４，４６５ ６２ １００．０ ８．７ ２．５ １９．０ ６８．９ １．０
製 造 業 ３，８７９ ３８７ １１０ ８９６ ２，４７０ １６ １００．０ １０．０ ２．８ ２３．１ ６３．７ ０．４
非製造業 ２，６００ １７２ ５２ ３３２ １，９９５ ４６ １００．０ ６．６ ２．０ １２．８ ７６．７ １．８
出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」（各年）より作成
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の統括、従業員教育の一体化・統一を図る動きである。
持ち株会社の数は、０５年の２４８社から１２年には６０４社（製
造業３６４、非製造業２４０）に増加している＜海外事業活動
調査＞＊３。また、技術開発、商品開発を行う研究開発機
関を設置する企業も現れている。中国商務部対外貿司の
データによれば、日系の研究機関数は、１９９４年まではわ
ずか６機関しかなかったが、０４年には１４９機関となり、
１０年２２４機関、１２年２７８機関と急増している＊４。この傾向
はさらに強まるであろう。JETROの調査＜「在アジア・
オセアニア日系企業活動実態調査」＞によれば、今後の事
業展開で拡大する機能として「地域統括機能」をあげる
日系企業割合は、１２年調査で９.８％、１３年調査で１１.０％、
研究開発機能は１２年１５.１％、１３年１５.９％となっている。
これら進出業種、進出形態の変化の背景には、日系企
業の中国の位置づけの変化がある。
当初の日系企業の進出は、豊富な低賃金労働力を使っ
て、単純作業の労働集約的製造業業種が、低コスト・大
量生産による安価な製品を生産し、日本及び欧米に輸出
する、というものであった。安い人件費，安価な部品を
求めて、中国に進出し、その製品を輸出するのが日本企
業の中国進出の主流、つまり、基本は低賃金労働力の利
用であった。これは現在も基本的に変わっていない。だ
からこそ、後に述べるように、１３年段階でも「賃金の上
昇」を日系企業の８５％が経営上の問題点として挙るので
ある。
次いで、中国の GNP、所得が増加してくる中で（「中
間階層」の増大）、膨大な消費市場と認識され、中国人
向けの製品の製造、そして小売業（特に、デパート、
スーパーストア、コンビニエンスストア）進出が進むの
である。ただし、小売業の進出も必ずしも順調に進んで
いるとは限らない。特に、近年、北京での競争は激し
く、以前報告した（柴田２０１４）イトーヨーカドーは、
王府井ヨーカ堂（２店舗）が１３年２月に閉鎖している
し、北京ヨーカ堂（華糖洋華堂）は１０年８月に１店舗、
１４年に入って２店舗を閉鎖、さらに１２月１店舗を閉鎖し
ている＜人民網日本語版１４.１０.１７＞。
つまり、外資にとって、中国は「作る場所」だけでな
く、「中国人に売る」（除向東 ２０１０）場所にもなったの
である。製造企業にとっても、「中国で売るために生産
する」ことが必要となった。そのため現地消費者のニー
ズに合った製品の開発が重要となる。それが、先に見
た、現地に研究開発機関の設置（「現地化」）となってき
たのである。
2．現段階の人事課題―雇用・労働面の問題点―
中国労働市場の特性
中国の労働市場は、改革・開放政策によって大きく変
わった。民営企業が雨後の竹の子のごとく設立され、労
働力需要が急速に増大し、労働移動が盛んになった。加
えて９０年代以降の外資系企業の進出と新規学卒者の就職
選択の自由化で、ホワイトカラー層の就職状況は大きく
変わった。
外資系も含めて新設企業は企業運営のために工場・商
店等の一般従業員も中堅幹部層も、「即戦力」を求めて
中途採用による要員充足をせざるを得ず（事実、これま
での報告＜「在中国日系企業の人事管理」１～４＞でも明
らかにしてきたように、日系企業も新設時、事業拡大時
＜工場・事業所の拡大、支店・支所開設等＞には、ヘッ
ドハンティングや人材紹介業を通して中途採用してい
た）、中途採用市場が拡大し、転職が容易となった。そ
して、ワーカーも店員も営業マンも中堅幹部のホワイト
カラーもよりよい労働条件を求めてジョブ・ホッピング
を繰り返すのが常態となった。言うまでもなく、人民公
社時代、国営企業時代にジョブ・ホッピングは存在しな
かった。しかし、労働市場の自由化は、拡大する労働需
要の中で、特に外資系企業採用者には、期間契約（多く
は３年契約）が義務付けられていたため、能力のある者
は転職するのは当たり前、転職を繰り返すことによって
賃金と企業内地位を上昇させる、あるいは経営能力を身
につけ起業するという行動が多く見られるようになっ
た。
このような転職行動の一般化が、人材エージェント・
人事コンサルタント業を多く生み出してきた（日系の人
材エージェントも多数進出している）＊５。
また、安価な短期・単純労働力としての大量の農村戸
籍の労働者（農民工）の存在も中国労働市場の特徴であ
り、彼らが進出した工場、商店の働き手となっていた。
しかし、２０００年代半ばから、最低賃金の急激な上昇に
よる人件費の上昇、解雇規制の強化（０８年の労働法改訂
で、３回目の契約更新は期間無固定の雇用契約（日本流
に言えば、終身雇用）となった。さらに０８年以降急速に
拡大してきた派遣労働者の利用規制＊６もかかり、安易な
解雇・人員削減が不可能となった。日系企業の労務派遣
利用は他国に比べて多く＜「BIZ Presso.net」１３.７.２３＞、派
遣労働者が５０％以上占める企業がいくつもあると言われ
る＊７）。
加えて、労働者の権利意識の向上の中で、労働条件や
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人員整理を巡って労働争議が頻発するようになった。
また、高度能力者の育成目的で大学の増設政策が取ら
れ、大学（短大、４年制）・大学院卒業者の急増（１４年
６月の卒業生は、２０００年の約７倍の７２７万人）で、大卒
の若者の就職問題が中国社会の大きな課題として出現し
てきた。つまり、この大量の大卒者と大卒に見合った
（大卒者が希望する）職業分野の未発達で、需給のミス
マッチ（卒業生の一部はその専攻や資質、本人の希望が
市場のニーズと大きく乖離しており、矛盾が際立ってい
る＜「人民網日本語版」２０１４.４.３０＞）による、学卒者の失
業問題が生じてきている（１４年には、１３年以前に卒業し
てまだ就職していない者が１２９.３万人もいると言われ
る）。そして多くの「蟻族」や NEETが出現している。
まさに「大学は出たけれど……」状態である。
他方、大量の農民工が存在している＊８が、その高齢化
と彼らの意識変化により、低賃金・単純労働への忌避が
生じている。
現在、中国は、大卒者の就職・失業問題だけでなく、
労働力の不足と過剰というミスマッチが生じている。加
えて、頻繁な離職・転職行動の存在がある。
雇用・労働面の諸問題
このような中国の労働市場状況の中で、日系企業の人
事管理にも、従来の高い離職率に典型される発展空間・
現地化の問題だけでなく、ワーカーや技術者、中間管理
職の採用難、人員整理問題や派遣労働者問題が生じてき
ている。
JETROの「在アジア・オセアニア日系企業活動実態
調査」によれば、近年の日系企業が抱える「雇用・労働
面の問題点」の第１位は賃金の上昇である。次いで、従
業員の質、採用難（ワーカー、技術者、中間管理職、ス
タッフ・事務員）、そして、従業員の定着率、解雇・人
員削減の規制等が続く。また、「現地化の問題点」で
は、第１位は現地人材の能力・意識であり、次いで現地
人材の育成、幹部候補人材の採用難、現地人材の語学力
（日本語、英語）、幹部人材の高離職率が続いている（表
４）。つまり、賃金上昇、従業員の質（能力・意識）、従
業員確保（採用難、離職）・育成問題である（表４）。
以下で人事管理上の問題点について、具体的に見てい
こう。
賃金の上昇
「賃金の上昇」が問題であるとする日系企業割合は、
０９年は６２.７％であったが、１３年には８５.３％まで上昇して
いる。日系企業のほとんどが従業員の賃金の上昇に困惑
している。
中国の賃金上昇は確かに著しい。その最大の要因は、
最低賃金の引き上げである。中国の最低賃金は市・省に
よって異なるが、都市部の平均アップ率はここ数年毎年
１０％以上である。それに伴って中国人の給与水準は上昇
している。都市部の平均賃金年額は、０５年比で１３年は３
倍近くになった（０５年１８,３６４元、１０年３６,５３９元、１２年４６,
７６９元、１３年５１,４７４元）。当然にも日系企業の従業員の賃
金も上昇している。１１年度→１２年度、１２年度→１３年度平
均のベースアップ率は、製造業１１.７％、１０.０％、非製造
業は９.８％、８.０％であった＜JETRO「在アジア・オセアニ
ア日系企業経済活動実態調査」（２０１２年、１３年）＞。
JETROのデータによれば２０１３年の日系企業の正規雇
用従業員の１カ月の基本給（平均実額）は表５の通りで
ある。企業の年間の１人当たり給与を含む人件費負担額
は月額給与の約２０倍となる。 その賃金水準は、当然の
ことながら、ステイタスによって異なるし、地域によっ
表４ 雇用・労働面での問題点・現地化の問題点
雇用・労働面での問題点 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１３年 現地化の問題点 ２０１０年 ２０１１年 ２０１３年
賃金の上昇 ６２．７ ７９．６ ８４．９ ８５．３ 幹部候補人材の採用難 ４２．０ ４１．９ ３７．７
従業員の質 ・・・ ４８．４ ４７．６ ５２．９ 幹部候補人材の高離職率 １２．３ １３．０ １５．８
スタッフ・事務員の採用難 １５．１ １７．６ ２０．７ １６．７ 現地人材の語学力（日本語、英語） １２．３ １７．１ １８．１
中間管理職の採用難 ２８．８ ２９．１ ２７．４ ２８．０ 現地人材の能力・意識 ３９．６ ５３．５ ６０．６
ワーカーの採用難（製造業） ２４．５ ４２．７ ４３．７ ３４．０ 現地人材の育成が進まない ４４．０ ４０．９ ４０．１
技術者の採用難（製造業） １８．８ ３０．８ ３０．６ ３３．３ 日本人駐在員削減の難しさ １７．４ １８．４ １８．４
従業員の定着率 ３２．２ ３７．３ ３９．０ ３４．６ 人材登用の本社方針との不一致 ７．２ ６．３ ５．２
日本人駐在員のコスト ２６．６ ２４．１ ２５．６ ２８．４ 現地への権限委譲が進まない １９．０ ２０．３ １３．４
解雇・人員削減の規制 ３３．９ １８．７ １９．５ ２８．３ 現地の製品・サービス開発力の弱さ １８．１ １７．７ １７．３
管理職・現場責任者の現地化 ３２．５ ２１．３ ２２．１ １９．８ 現地の企画・マーケティングの弱さ ２５．７ ２３．１ ２１．３
外国人労働者の雇用規制 ２．１ ３．０ ４．２ ２．５ 特に問題ない ９．９ １０．５ ７．６
注：・・・は設問なし 注：２００９年度設問なし
出所：JETRO「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査」各年
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てもことなる（ただし、調査データによって大きく異な
るので注意が必要である）。
なお、賃金構成は基本給、諸手当、変動給で構成され
るが、資本系列で比較するとその構成割合は大きく異な
る（表６）。アシスタント、一般社員クラスは基本給が
中心で、変動給割合に差は見られないが（台湾系はやや
少ない）、欧米系、中国系は上級クラスになるほど変動
給割合が高くなる。日系と台湾系は比較的よく似た構成
である。つまり、日系と台湾系は基本給割合が多く、欧
米系、中国系は少ないのである。また、給与調整根拠を
見ると、会社業績が各系とも最大を占めるが、日系が CPI
や勤続年数を考慮に入れる割合が高いのに対して、欧米
系は個人業績や市場給与を考慮に入れる割合が高く、勤
続年数や CPI、GDPの動きをほとんど考慮に入れてい
ない（表７）。つまり、欧米系・中国系は業績給の要素
が高く、日系は勤続給つまり年功的要素が多いのであ
る。
このような日系企業の給与体系のあり方が、後に見
る、転職率や高級人材の採用難に関係してくるのであ
る。
採用難
従業員の採用難を訴える企業が相当数ある。
中国の雇用形態は、日本のように「正社員」「契約社
員」という区分はない（臨時、アルバイト、派遣等の形
態はある）。就業の際は有期の就業契約を結ぶことが法
定されている。ただ、前提として特別な事情がなければ
契約は更新されていくこと、契約を３回目の更新は、終
身雇用契約を結ぶことなどが法定化されている。
採用は、多くの場合、必要が生じた時に募集・採用す
表５ 中国日系企業の賃金（１３年度）
製造業 非製造業
一般工 中堅技術者 マネージャー スタッフ マネージャー
平均 北京市 平均 北京市 平均 北京市 平均 北京市 平均 北京市
月額基本給 ２，３０３ ３，２０８ ３，８４７ ５，３００ ７，０９５ ９，２１４ ４，９６３ ５，９６６ １１，６４８ １４，４０５
賞与（月数） １．７５ ・・・ １．８６ ・・・ １．９９ ・・・ １．８３ ・・・ １．９８ ・・・
年間負担額 ４６，０６４ ５３，６５５ ７５，０３４ ８４，１１０ １２７，３１３ １４９，８５０ ９１，６５２ １１２，０３６ ２１１，７２７ ２５７，４８５
注：年間負担額＝基本給、諸手当、社会保障、残業、賞与などの年間合計
一般工＝実務経験３年程度
中堅技術者＝専門学校もしくは大卒以上、かつ実務経験５年程度
スタッフ＝の一般職で実務経験３年程度
マネージャー＝の営業担当課長クラスで大卒以上、かつ実務経験１０年程度
年間負担額＝基本給、諸手当、社会保障、残業、賞与などの年間合計
出所：JETRO「２０１３年度在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査」
表６ 資本系列・職階別給与構成（単位：％）
職位階層 構成項目 日系 欧米系 台湾系 中国系
基本給 ６９．７ ５２．５ ７６．９ ５８．７
高級管理 手当 １２．５ １０．２ ７．２ １０．５
変動給 １７．８ ３７．５ １５．９ ３０．８
基本給 ７０．７ ５９．５ ７０．６ ６２．６
部長クラス 手当 １０．９ １０．６ １０．８ ９．９
変動給 １８．４ ２９．９ １８．６ ２７．５
基本給 ７３．２ ５６．３ ６９．７ ６１．８
課長クラス 手当 １１．３ ８．５ １０．２ １０．１
変動給 １５．５ ３５．２ ２０．１ ２８．１
基本給 ６８．２ ６６．６ ７３．５ ６９．０
係長クラス 手当 １１．７ ６．３ ９．３ １１．４
変動給 ２０．１ ２７．１ １７．２ １９．６
基本給 ６７．５ ７３．３ ７６．５ ６６．８
一般社員 手当 １２．８ ５．９ ８．９ １２．８
変動給 １９．７ ２０．８ １４．６ ２０．４
基本給 ７２．０ ７３．９ ７８．７ ７５．１
アシスタント 手当 １１．８ ８．５ ６．２ ９．６
変動給 １６．２ １７．６ １５．１ １５．３
出所：JETRO上海事務所「２０１３年中国華東・西部地区における起
業給与調査動向報告」
表７ 給与調整根拠
日系 欧米系 台湾系 中国系
会社業績 ６７．８ ７０．０ ７３．１ ６８．６
部門業績 ３０．６ ４１．０ ３３．６ ５１．３
個人業績 ３８．４ ６８．３ ５０．９ ６４．４
勤続年数 ４４．９ １９．１ ３０．３ ２５．１
市場給与 ５０．６ ６３．７ ４０．１ ３７．２
CPI ６８．５ １６．３ ６０．３ ３５．４
GDP ３９．４ １０．５ ３０．２ １１．５
その他 ３．７ ２．８ ５．５ ３．６
注：華東地区１２市（上海、蘇州、無錫、常州、南京、杭州、寧
玻、揚州、徐州、南通、嘉興、紹興）＋西部地区２市（重
慶、成都）を対象とした調査
出所：JETRO上海事務所「２０１３年中国華東・西部地区における起
業給与調査動向報告」
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る、つまり中途採用である。日本のように、４月に新規
学卒一括採用という習慣はない。
職層・職種別に見てみよう。なお、新規大卒者の採
用・雇用問題については別項で検討する。
・一般従業員（製造業ワーカー、小売業・飲食店店員）
ワーカーの採用難を訴える企業は１０年、１１年には４割
以上あった。１３年に若干減少したとはいえ３分の１の企
業が採用難であるとしている。このデータでは、どのよ
うな質のワーカーを求めているのかが不明であるが、か
つては豊富な低学歴人口、農民工の存在があって単純労
働に就くワーカーの採用難は考えられなかった。しか
し、一人っ子政策の下で若年層の減少、しかも進学率の
上昇で単純労働に就く若年層が減少してきており、加え
て、工場労働よりも事務労働を上位と考える中国人の意
識や労働者の権利意識の向上もあって、労働条件、賃金
のみならず、社会保険や住居（寮・住宅手当等）の福利
厚生条件の低い場合は応募してこなくなった。
また、製品の品質維持・向上のためには熟練労働者の
確保が重要となってきているが、未だ熟練労働者は不足
気味で、国営、民営、外資系製造業、そして日系同士間
の確保競争は著しく、しかも、後に見るようにワーカー
の転職率は高く、ワーカーの確保が難しくなっている。
小売業・飲食店の店員も同様である（ただ、日本の小売
業・飲食店のように、パート・アルバイト利用は少な
い。中国は共働きが一般的であるため、主婦パートの存
在はほとんど見られない。ただし、臨時工は相当数存在
している＜柴田 ２０１４＞。
その結果、製造業ワーカー、小売業・飲食店等の員工
は、常時募集している状態である。なお、彼ら・彼女ら
の行動は賃金と労働密度が大きな要素となっている。処
遇の良い所があれば簡単に転職してしまうのである。
・製造業技術者
雇用・労働面での問題点に技術者の採用難をあげる企
業は、１０年以降急上昇し１３年には３分の１に増加してい
る。
製品の高度化・高品質化の要求は、工程管理を行う生
産技術者、製品開発を行う技術者の需要を高める。この
層も確保競争は激しくなっている。
・中間管理職
事業所の新設や急激な事業の拡大で、中間管理職の需
要が増大してきている。特に近年進出の著しい小売業、
進出歴が浅い企業、特に多事業所展開をする場合、本部
のマネジメント部門に加え、各店舗の店長など現場のマ
ネージャークラスの人材が多く必要となる。その上、育
成した従業員が独立したり、条件の良い所に転職したり
するため、中間管理職の育成が追いつかず、中間管理職
不足となる。この層は、一定の経験を必要とするため、
採用は中途採用に頼るしかない。ここでも優秀な中間管
理職の争奪戦は激しく、常時募集している状態である。
人気のない日系企業―学卒者の就業意識―
幹部候補人材の採用難を問題とする企業割合は、１０年
４２.０％、１１年４１.９％、１３年では３７.７％と若干低下してき
ているが、非製造業では４１％強に達している。この人材
は企業拡大、新事業所開設等で需要が増大しているなか
で、特に統括会社、R&D部門の進出で、多くの高級人
材が必要となってきている。
幹部候補人材（高級人材）の給源の多くは新規大卒者
及び比較的若い層の中途採用である。ところが、大卒者
が急増しているにもかかわらず、優秀な人材の採用につ
いては、とりわけ日系企業は厳しい状況に置かれてい
る。
すでに述べたように、大卒者の急増とそれに見合う職
種の未発展で、中国の大卒者は大変な就職難である。に
もかかわらず、日系企業は、優秀な人材の採用競争で
は、公務員、国営企業、民営大企業、欧米系外資企業に
負けている。
最近のトップ大学の学生が理想とする就職先は、しっ
かりした平台＊９で、昇進と昇給できる発展空間があっ
て、仕事は楽しくて、ほどほどのゆとりのある企業、よ
り具体的にいえば、体制内組織・企業（共産党、軍関
係、政府関連企業、国有企業）か、体制外であっても大
手の民営・外資企業である＊１０。
事実、中国英才網が毎年行っている調査（大学生が希
望する企業人気ランキング）では、国有企業、政府機関
／非営利機構に人気があり、１３年調査では、大学生の
３５.９％が、最も理想的な就職先として国有企業を選んで
いる。景気に左右される民営企業、外資企業は敬遠され
る傾向が出ている。ただ、勤務年数３年以上のグループ
になると、国有企業を選ぶ割合は２３.９％に低下し、民間
企業を選ぶ割合が３３.６％に上昇している。その背景に
は、民営（体制外）から国営（体制内）への転職が困難
である、という現実があると思われる。また、起業意向
者が１８.９％と約２割に達し、前年の割合（２.２１％）と比
べて大幅に上昇している。
近年、日系企業は中国の大学生及び大卒の若者に人気
がなくなっている。
中国英才網の調査では、日系企業は、上位５０位までに
０３年から０９年までは２～３社がランキング入りしていた
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が、１０年以降、１社もランク入りしていない。また、リ
クルートワークス研究所が１２年に行った Global Career
Survey＜以下、GCS＞＊１１でみると、欧米系企業には７
割近くが「進んで働きたい」と答えているのに、日系企
業には、韓国系企業（６.９％）より少ない、３.７％（男４.
５％、女３.０％）しかなく、「働きたくない」は６割強
（男５９.５％、女６２.４％）もいる（欧米系は１.５％程度）。
これほど日系企業が嫌われている背景に日中関係の悪
化もあると思えるが、より直接的には日系企業に対する
イメージの問題があると思われる。同調査によれば、仕
事のスキルやノウハウの習得、専門性の発揮、経営陣の
信用性、キャリアパス、報酬の５項目についての、中国
の大卒の若者が持っている日系企業に対するイメージ
は、仕事のスキルやノウハウの習得を除いて、韓国人、
欧米人よりも厳しく、特に、経営陣の信頼性とキャリア
パスについては男性の、報酬ついては女性の評価が低い
（表８）。このような日系企業に対するイメージが、中国
の高学歴の若者が日系企業を嫌う理由になっていると思
われる（なお、表には示さなかったが、総じてインド、
タイ、インドネシア、ベトナムのアジア４カ国の若者は
日系企業への評価は高い）。
この、日系企業へのイメージの低さが、高級人材候補
の採用難につながっている。また、日系企業の多くは、
日本語能力を要求するところが多く（近年は「英語能力
のみでも可」の企業が出てきているが）、これもネック
になっている。
もちろん、大学生は派就職難（買い手市場）であるか
ら、日系の大企業への応募は多いが、企業が求める「優
秀な人材」は応募してこない、あるいは応募者を採用し
ても、辞退されてしまい、このことが幹部候補人材の採
用難として表れるのである。
離職・転職・転勤問題
中国は転職に伴う離職者が多いと言われる。採用難よ
りも定着・離職問題の方が深刻である。
LinkedIn（世界最大級のビジネス特化型 SNS）の転職
に関する報告＜２０１３年調査＞によると、中国の転職率は
アメリカを大きく上回り、平均在職期間は、アメリカの
５６カ月よりも２年近く短い３４カ月で、転職は、すでに働
く人の一種の「習慣」となってしまっており、「スキル
アップを狙って仕事をころころ変える中国人」と人民網
は伝えている＜人民網日本語版２０１４.１０.２７＞。大卒の２０
代、３０代層では、確かに中国の転職率は高い（５４.６％）
が、転職回数で見るとアメリカより低い（中国２.０回、
アメリカ２.５回）＜GCS＞。
就職サイトの調査によると、中国のホワイトカラー
は、転職について、「現在考えていない」が４４.５％で、
「漠然と考えている」２４.６％、「転職活動中」２１.５％、「転
職の手続き中」９.３％の割合であった。年齢別では、転
職を考えているのは、１９９０年代生まれで６５％、１９８０年代
生まれ５７％、１９７０年代生まれ４７％、１９６０年代生まれ３２％
であった。中国のホワイトカラーの転職意欲は、若い世
代ほど転職に積極的で、年を取るほどに転職意欲は減
表８ 各国大卒若者（２０～３０代）の日系企業に対するイメージ
単位：％
１２カ国平均 中国人 中国人男 中国人女 韓国人 アメリカ人 ドイツ人
サンプル数（人） ６，０７３ ５１８ ２４７ ２７１ ５６２ ４９６ ５３５
１．長期的な視野で仕事のスキルやノウハウを学べる
あてはまる ８２．１ ７７．６ ７８．５ ７８．８ ７９．５ ７３．４ ６９．９
あてはまらない ９．３ １３．７ １４．５ １２．０ １３．５ １０．７ １３．６
２．自分の専門性を生かせる
あてはまる ７４．１ ６８．９ ７１．３ ６６．８ ７１．４ ６３．５ ６８．４
あてはまらない １６．４ ２３．２ ２３．１ ２３．２ ２１．２ １７．３ １５．１
３．経営陣が信用できる
あてはまる ７１．３ ５２．７ ４８．６ ５６．５ ８０．５ ６１．５ ４５．８
あてはまらない １８．７ ３８．８ ４４．９ ３３．２ １４．１ １８．８ ２９．０
４．将来のキャリアパスを描くことができる
あてはまる ６３．３ ５４．８ ５２．６ ５６．８ ６８．５ ５１．２ ４３．９
あてはまらない ２４．８ ３６．７ ４１．７ ３２．１ ２４．６ ２７．８ ２７．５
５．高い報酬がもらえる
あてはまる ６９．２ ５７．６ ６２．３ ５３．１ ７４．２ ６０．９ ４１．５
あてはまらない １９．０ ３５．１ ３２．８ ３７．３ １９．４ １８．５ ３１．０
注：１２カ国＝上記４カ国の他インド、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム、ブラジル、ロシア、オーストラリア
出所：リクルートワークス研究所「Global Career Survey」（世界１３カ国２０代３０代大卒者の入・転職実態調査）２０１２．９調査より作成
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る。とはいえ、４０歳を過ぎても、転職しようという意思
のある人は多い＜智聯招聘「２０１４年秋季白領跳槽指数調研
報告」＞。
先の JETRO調査でも従業員の定着率に問題があると
する企業が３割以上（１１年は３９％）あり、また「現地化
の問題点」では、「幹部候補人材の高離職率」をあげる
企業が１５％程度あった。
一般的には、日系企業は欧米系より転職率が高いと言
われる。ただ、転職率については、調査によって大きく
異なっている。
人材エージェント・中智の調査によると、上海の平均
離職率は日系企業で１５.２％、欧米企業で６.３％であり、日
系企業は欧米企業の２倍以上になっている。特に日系企
業の専門技術員の離職率は３割にも達している＜「２０１０
年上海における外資系企業の賃金の調査研究報告」＞。
別の調査で、上海を含む華東地域の年間離職率を見る
と（表９）、日系は総体（１４.２％）としても、各職階別
に見ても最も低く、中国系が最も高い（３０.６％）。日本
を除く各資本系列で共通しているのは、一般作業員クラ
スの離職率はどの資本系列でも高く（特に中国系５１.２％
と高い）、また、課長クラスに離職率のもう一つの山が
ある（中国系は３２.６％と日系の３倍にもなっている）こ
とである。日系は一般作業員層の３１.１％からその上のア
シスタントクラスになるとその半分にまで低下、さらに
職階の上昇とともに低下し、課長、部長クラスで１割程
度になり、高級管理層は７.８％にすぎない。欧米系は大
まかな傾向としては日系と同様であるが、課長クラスで
日系の倍（１９.６％）と最も高くなっている。また高級管
理層も日系の倍の離職率（１４.１％）である。台湾系は高
級管理層が日系のほぼ４倍の２８.６％で、どの資本系列よ
りも高い。ただ、高級管理層については、日系は日本本
社からの駐在員、中国系は創業者が多いので、低くなっ
ていると思われる。
ともあれ、中国の大卒の離職率は高い。彼ら／彼女ら
は「発展空間」（より高い賃金、より高いステイタス）
を求めて転職していく。中国の産業構造の高度化が進ん
だ結果、高度人材への需要は急速に拡大し、転職がより
高い賃金、より高いステイタスの獲得を可能にしてい
た。GCSのデータでは、転職で年収が増えた者の割合
は中国が８３.７％と最も高い（アメリカ６５.２％、ドイツ６１.
３％、韓国５３.７％）。
GCSによると、中国の大卒若者の主要な離職要因
（初職退職理由）は、賃金への不満（３１.１％、男２８.７％、
女３３.１％）、会社の将来・雇用の安定性への不安（１９.
８％）、労働条件・勤務地への不満（１５.９％、男２０.２％、
女１２.３％）、仕事内容への不満（１１.７％、男８.５％、女１４.
４％）であった。なお、中智の調査では、離職の３大原
因は、給料の安さ（４０.７％）、昇進機会の少なさ（２４.
３％）、社内での給料の分配が不公平であること（１２.
２％）であった＜中智「２０１０年上海における外資系企業の
賃金の調査研究報告」＞。
また、資本形態別の離職要因（表１０）の上位３項目を
見ると、日系は「給与」、「昇進の機会」、「社員評価制
度」、欧米系は「昇進の機会」、「労働量」、「給与」、台湾
系は「給与」、「昇進の機会」、「上司の問題」、中国系は
「労働量」、「給与」、「企業文化」である。どの資本系列
も「給与競争力」は要因に入っており、「給与」が離職
理由に重要な位置を占めている。特に、台湾系と日系が
表９ 資本系列・階層別自主的離職率（華東地区＋西部地区）
日系 欧米系 台湾系 中国系
平均 １４．２ １８．５ ２３．６ ３０．６
高級管理 ７．８ １４．１ ２８．６ ９．４
部長クラス １０．２ １５．６ １５．８ １３．９
課長クラス １０．２ １９．６ ２２．２ ３２．６
係長クラス １４．１ １５．８ １０．５ ２４．１
一般社員 １５．７ ２３．６ ２４．５ １８．９
アシスタント １５．５ ２２．１ ２８．１ ３８．３
一般作業員 ３１．１ ３０．５ ４０．７ ５１．２
注：自主離職率＝離職者／｛（期初人数＋期末人数）／２｝
華東地区１２市（上海、蘇州、無錫、常州、南京、杭州、寧
玻、揚州、徐州、南通、嘉興、紹興）＋西部地区２市（重
慶、成都）を対象とした調査
出所：JETRO上海事務所「２０１３年中国華東・西部地区における起
業給与調査動向報告」
表１０ 資本系列別離職要因（１０項目中上位８項目）
日系 欧米系 台湾系 中国系
給与競争力に欠ける ６２．１ ４１．２ ７０．２ ５８．６
昇進の機会が少ない ５６．７ ６９．５ ６３．１ ３３．４
社員評価制度の問題 ５２．２ １６．２ ・・・ １０．７
給与配分が不公平 ４６．９ ・・・ ２０．３ ２２．４
企業文化に馴染めない ３４．６ ・・・ ２９．７ ５５．９
上司の問題 ２０．６ ３０．６ ５４．１ ２５．７
福利が充実していない １６．３ １０．８ ３８．８ ４７．１
会社に将来性がない １４．９ ２４．９ ・・・ ・・・
労働量が不当 ・・・ ５８．１ ・・・ ６９．１
家庭の問題 ・・・ ３４．４ １６．９ ・・・
研修機会が少ない ・・・ ・・・ ２８．５ ・・・
注：・・・の所は９番目以下を意味する
出所：JETRO上海事務所「２０１３年中国華東・西部地区における起
業給与調査動向報告」より作成
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そうである。欧米系は４１.２％と他の資本系列に比べると
少ない。つまり、日系と台湾系は給与に対する不満が高
く、中国系、欧米系は相対的に低い、ということであ
る。
他方、欧米系で「昇進の機会が少ない」が最も多い要
因になっているのは、個人業績主義と言われている企業
文化の中で、業績を評価されず昇進できないこと、ある
いは自己の能力評価と企業の評価との乖離が離職の大き
な要因になっていると考えられる。また、中国系と欧米
系では「労働量が不当」、つまり、過重（長時間・過密）
労働も大きな離職要因となっている。これは、激しい企
業内能力発揮競争がストレスを高めている結果と思われ
る。なお、中国系に「企業文化に馴染めない」ことを離
職要因にあげているのは解釈に戸惑うところである。
日系企業の離職要因は、処遇問題（給与、昇進、評価
そして給与配分）が中心で、よく言われる企業文化の相
違はそれほど大きな要因にはなっていない（ただし、処
遇問題は企業文化の反映であると考えると、無視できな
い要素である。むしろ企業文化の相違こそが基本的であ
るかもしれない）。
日系企業にはもう一つの難題が生じてきている。それ
は転勤問題である。金融、商社、小売業で事業所が多展
開されるようになり、中国の広い国土の中に事業所が点
在するようになった。日本の経営は、事業所間を転勤さ
せることにより、人材を育成する習慣がある。しかし、
中国では転居を伴う転勤は強い抵抗がある。中国の場
合、共働きが普通で、子どもは退職した祖父母が面倒を
見ることが一般化している。また、一人っ子政策の下、
老親の世話の問題もあるからである。
商社の事例を聞くと、転勤させることの国難性につい
て、以下のような話が出ている。「たとえ異動先が重要
なポストだとしても、地方勤務をしてもらうのは非常に
難しい」「キャリアアップした段階で辞めてしまう人材
もいる」「北京や上海で商社のような外資企業を志望す
る人たちは、もともと地方で働くという想定はない（だ
から転勤は断る）」「ローテーションを明確にし、それが
きちんとキャリアアップにつながっていくということを
示さなければいけない」等々。ただ、「グローバル人材
の育成という観点からも、海外研修を行っているが、こ
れは比較的受け入れられやすい」と言うように、海外勤
務ならば OKという割合は高いようである＜「座談会 こ
れからの中国ビジネスと商社」日本貿易会『月報』２０１２年
７・８合併号（No.７０５）＞。
現地人材の質・能力・意識
現地人材の質・能力意識に問題点を感じている企業は
多い（表４参照）。雇用・労働面での問題点で「従業員
の質」をあげる企業は、調査のたびに上昇し、１３年調査
では５２.９％と半数を超えている。また、「経営の現地化
を進めるに当たっての問題点」で、「現地人材の能力・
意識」をあげる企業割合は１０年調査では３７.６％であった
が、１１年に半数を超え（５３.５％）、１３年調査では６割を
超えた（６０.６％）。企業規模による差はほとんどない
が、非製造業より製造業が問題点を感じている企業割合
が高い（「従業員の質」製造業５７.１％、非製造業４５.７％、
「現地人材の能力・意識」製造業６５.６％、非製造業５１.
７％）。
従業員の「質」や「能力・意識」と言った場合、その
具体的内容は不明であるが、いくつか想定できる。
別稿で述べたように（柴田２０１３、２０１４）、進出初期の
日系企業の一般従業員レベルでは、３S（職場の整理・
整頓・清掃）ないし５S（３S＋２S＜各人の行為・行動
としての清潔（身だしなみ）と躾ないし作法（挨拶の習
慣、挨拶の仕方、決められた通りに実行等）＞）が全く
できない状況があった。職場での、タバコやゴミのポイ
捨て、書類、道具を整理しない、職場が汚れていても掃
除をしようとしない（最近＜１４年７月＞でも、日系企業
ではないが、期限切れ食肉を出荷していて問題となった
上海福喜食品では、その職場の不潔・不衛生状態が明ら
かになった）、「おはよう」の挨拶もしない従業員、「あ
りがとうございます」も言えない（頭を下げることをし
ない）販売員、営業マン達がいた。このことは、彼ら／
彼女らのこれまでの生活文化と日本人の文化・習慣の違
いもあったし、接客精神の欠如はこれまでの国営企業で
の経験（「買っていただくのではなく、売ってやる」と
いう態度）も影響していたであろう。
これらは、日本からの駐在員の悩みのタネであった。
だから３Sないし５Sを身につけさせるのが日本人管理
者の最初の仕事となった。
これらのことが「従業員の質」の問題として認識され
ているのでなはないだろうか。
もちろん「質」の問題は、３Sないし５Sの欠如だけ
ではない。「現地化の問題点」であげられた「現地人材
の意識・能力」は、多くは幹部候補生・幹部レベルの問
題であると思われる（一般従業員レベルの従業員は、事
業所立ち上げ期を除いて、すべて現地中国人になってい
る）。これも具体的な意識・能力の内容は明らかでない
が、回答した日本人トップにとっては、仕事に対する
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「意識・能力」の問題であると思われる。
「能力に対する自己評価」を見た調査＊１２では、以下の
ような「能力」を対象としている。「円満な人間関係を
築く力」「人と協力しながら物事に取り組む力 」「目標
に向かって人や集団をひっぱる力 」「自分の感情をコン
トロールする力 」「やる気を維持する力」「良い行動を
習慣として続けられる力 」「情報を収集・分析して、課
題を発見する力」「課題解決のための計画を立案する力」
「行動を起こし、最後までやりきる力」「現在の仕事に関
する体系的な知識 」「現在の仕事の遂行や問題解決に必
要な技術やノウハウ 」の１１項目と「上記を含む、現在
の仕事に必要な能力すべて」が付け加えられている。
また、日本人と同クラスの管理職と比べた場合の「中
国人従業員の長所・短所」を聞いている調査＊１３では、
向上心、前向き、勉強好き、責任感、協調性、柔軟性、
頭の回転、記憶力、発想力、専門知識、仕事処理能力、
予知・改善能力、問題解決能力、情報・技術の共有力、
指導力、マネジメント力、全体を見る能力、品質意識、
コミュニケーション力、広い視野の２０項目をあげてい
る。加えて、調査者が、長所として想定した項目に、日
系企業的とも言える「企業理念の理解」や「自社経験」
があり、短所と想定した項目に、中国人の特性と思われ
ている、「自分本位」、「面子にこだわる」、「権力を私用
にまわす」が入っている。
当然ながら両調査に共通する項目も多々ある。これら
の項目が、日系企業が中国人人材に要求する「意識・能
力」なのであろう。
長所・短所調査で、日本人役員クラスの回答で多いの
は、長所では、向上心、仕事処理能力、頭の回転が早い
等が上位で、発想、責任感、柔軟性、記憶力等が低位で
あった。短所では、全体を見る能力、部門間の協調、企
業理念への理解、自社経験、指導力の欠如が上位で、自
分本位、面子にこだわる、権力を私用にまわす、マネジ
メント力、専門知識、情報や技術の共有、責任感、品質
意識、予知・改善能力等は下位であった。
つまり、中国人管理職の問題点は、企業理念への理
解、自社経験、全体を見る能力、指導力、部門間の協
調、発想力、責任感、柔軟性等であるように思える。マ
ネジメント力、専門知識、情報や技術の共有、責任感、
品質意識、予知・改善能力等は問題にならないようであ
る。また、中国人の特性と思われている、「自分本位」、
「面子にこだわる」＊１４、「権力を私用にまわす」という短
所は強く認識されていないようである。他方、日本企業
の特性と思われる「企業理念への理解」の要求や「自社
経験（勤続の重視）」といった、ある種「日本的企業文
化」ともいうべき、企業への一体性・企業忠誠心の要求
が重視されている。
なお、２０～３０代の大卒ホワイトカラーの自己に対する
能力評価は、非常に高く、前記の１１項目のすべてで、６５％
以上が能力を持っている（十分持っている＋持っている
者の割合）と自己評価しており、日本の２０～３０代の大卒
ホワイトカラーの自己評価よりも１５～２０％以上高い（詳
しくは、柴田２０１１a参照）。
つまり、現地人の質・能力・意識の問題は、日系企
業・日本人経営者が要求するものと、中国人の意識・行
動とのズレであって、劣っている／優れているという問
題ではない。
日系企業の現地人材の人事管理問題
これまでをまとめると、日系企業にとって、「人件費
の高騰」と「人材確保（優秀な人材の採用・優秀な人材
の流出防止）」が大きな課題として浮き上がってくる。
・人件費の高騰（賃金の上昇）問題
日系企業（日本本社も含めて）の経営層は「人件費の
高騰」が最大の問題と意識しているようである。それ
は、「低い人件費コスト」こそが、初期の製造業の進出
動機であった。日系企業は、未だその動機を維持し、そ
こに中国の「価値」を見出そうとしているからである。
しかし、もはやかつてのように安い賃金で雇用するこ
とはできなくなっている。中国での賃金の上昇はもはや
不可避である。１９９０年代の進出初期のように、「安価な
労働力の充満」は望むべきもない。低賃金でも働ければ
いい、という労働者層は激減してきた。経済の発展は必
然的に人件費の上昇をもたらすものである。
賃金を巡っては、働く側が「より高い賃金」を求め、
雇用する側は「より安い賃金」での雇用を目指してい
る。これは、中国人材と日系企業に限らず、世界的に共
通している。
高騰する賃金よりも、日系企業賃金が欧米系に比べて
「低い」ことこそが問題で、優秀な人材が入社してこな
い／優秀な人材が離職する大きな要因の一つになってい
ることは明らかである。
一言付け加えておこう。「解雇・人員削減の規制」が
問題点だとする企業割合が０９年に３２.５％あった。１０、１１
年は減少して１９％程度となったが、１３年は再び２８.３％に
増加している。
０９年は、０８年の労働法改訂で３回目の契約では「無固
定契約」にしなければならなくなったことと、解雇規制
が厳しくなったことの反映であろう。そして、企業は派
在中国日系企業の人事管理（５） 61
遣労働者の大量利用に転換した。ところが１３年の法改訂
で派遣労働利用が制限されたことにより、雇用調整が再
び厳しくなったことの反映であろう。
安価な労働力を、契約打ち切りで、何時でも解雇でき
る状況は、確かに企業にとっては都合よかった。しか
し、企業の都合で、労働者を安価に「必要な者を、必要
な時、必要な量だけ」使う（雇用する）という「人の JIT
（Just In Time）方式」労働者の部品扱いはもはや中国で
も通用しない。このような思想を辞めない限り、日系企
業の雇用難は続くであろう。
この解雇・人員削減の規制強化を「足かせ」＊１６と認識
するのは、「原生的」な資本の論理であり、時代錯誤で
ある。もはや中国では通用しない。
・発展空間・キャリアパス問題
優秀な人材確保難は、上に見た「低い賃金」だけの問
題ではない。もう一つ大きな要因は、「キャリアパス・
発展空間」の問題である。
特に中国の高学歴若者層の職業上の関心は、キャリア
パス（キャリアアップ）の可能性にある。彼らの日系企
業の評価に、発展空間が見えないこと、「ガラスの天井」
の存在の指摘がされている。トップ大学生の就職行動に
見られたように、自己の組織内でのキャリアパスを描い
て就職を考え、望む発展空間が見いだせない場合は転職
をすることすら前提に就職先を決めている。
もちろん、キャリアパスの具体的なイメージはそれぞ
れによって異なっているが、一般的には、「何年でどこ
まで昇進できるのか、給与はどこまでアップするのか、
知識やスキル、経験はどれだけ積めるのか」と言うこと
であろう。ただ、組織内地位の上昇が基本であることに
間違いない。その最終的目標は、経営トップである。
日系企業は、このキャリアパスを明確にイメージさせ
ることが出来ていない。しかも、相当レベルまでの人材
の現地化は進んできたとはいえ、上級管理職層（本部長
クラス）、経営トップ（総経理、董事長）までの現地化
はほとんど見られない。つまり「ガラスの天井」が存在
しているのである。
・評価基準
キャリアパス問題にかかわるのは、昇進の評価基準と
教育・訓練の問題である。
欧米系や中国民営大企業の評価基準が業績主義的であ
るのに対して、日系企業の評価基準には勤続要素（自社
経験）や忠誠心（企業理念の理解）が能力の要素とな
り、加えて性差が比較的強く入っている。
GCSデータでは、中国の大卒２０代・３０代の管理職率
は４３.８％と図抜けて高く、３０代で半数以上（５５.０％）が
管理職に就いている。これに対して、日本は１５.２％（２０
代５.０％、３０代２５.３％）で１３カ国中最も低い（ただし、能
力主義と言われるアメリカも２２.６％でしかない）。加え
て、性差も日本は大きい（管理職割合は、中国男４６.
６％、女４１.３％、日本男２３.０％、女７.３％で、中国は男女
差は５㌽程度であるのに対して、日本は約１６㌽もの差が
ある）。つまり、中国は昇進が早く性差も小さいのに対
して、日本は昇進が遅く、かつ性差が強くある。
この日本の人事管理・評価基準が在外日系企業にも組
み込まれている。
もちろん、日系企業の多くは職能資格制度を導入して
おり、資格昇格には業績考課が入っていないわけではな
い（具体的事例は、柴田２１１２、２０１３、２０１４参照）。ある
調査によると、日系企業の業績考課制度導入率は７７.６％
である。しかし、実施効果については、不満足が２６％で
あり（満足は２７％）、満足度は低い＜中智「在中国日系企
業による業績考課の現状」（２０１１年）＞。つまり、日系企業
の業績考課の結果は、優秀な者とそうでない者との差が
明確でない、と見られている＊１５。中国人から見れば、
それがある意味で業績考課の結果に不公平感を持たせて
いるのである。このことが、離職要因の３番目になる
「社内での給料の分配が不公平」という意識を生み出し
ている。
3．意識のギャップと従業員教育
以上をまとめると、中国人材の管理における問題は、
優秀な人材の「確保」と「定着」の問題ということにな
ろう。それは、畢竟、現地人材の「処遇」の問題であ
る。
この「処遇」を巡って、中国人の意識・行動と日系企
業の人事管理とのぶつかり合いがあると思われる。それ
を探るため、GCSのデータによって、日中の大卒の若
手（２０代、３０代）社員・公務員＊１７の仕事にかかわる意
識を比較してみよう（表１１）。
仕事をする上で「特に大切だと思うもの」１０項目から
中国の若者が選んだ項目は、高い賃金・充実した福利厚
生（７９．０％）、明確なキャリアパス（５０．４％）が上位
で、仕事の内容、雇用の安定性、適切な勤務時間・休
日、良好な職場の人間関係が３０％前後で続く。意外に
も、正当な評価は５．６％しかなく、１３カ国中最少（日本
は２３．５％）であった。男女での差は、総体として日本よ
り小さいが、女性は、賃金・福利厚生が８３．８％で男性よ
りも１０㌽多い。他方、キャリアパスは、男性は５６％で、
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女性より㌽高い。日本の若者は、良好な職場の人間関係
（５６．１％）、ついで仕事の内容（５１．３％）と勤務時間・休
日（４９．０％）である。賃金・福利厚生は３９．０％（対象と
なった１３カ国の中で最少、他の１２カ国は全て最大の割合
で、最少のオーストラリアでも５２．５％）で、キャリアパ
スも１割で８番目にしか出てこない。日本も男女の差が
あり、特に、勤務時間・休日は女性の方が㌽も多く、賃
金・福利厚生は男性の方が㌽高い。
日中間でギャップが大きい項目は、賃金・福利厚生と
キャリアパスで共に４０㌽も中国の方が多い。日本の方が
多いのは、職場の人間関係（２６㌽）と仕事内容、勤務時
間・休日である（１９㌽前後）。正当な評価は中国が極端
に少ないため２０％の差が出ている。
このデータにはいくつか解釈に困る所もあるが、中国
の若者が仕事をする上で大切だと思っているものは、賃
金と福利厚生という経済的報酬とキャリアパス、つま
り、今後の仕事上の成功・キャリアアップのプロセスが
明確であることを重視している者が多いことは明らかで
ある。
もちろん、私生活も大事だと思っているが（自分のた
め、家族のために働く）、他方で、負荷が重くとも成長
できる仕事に就き、個人の努力で、自らの市場価値を高
めて競争社会を生き抜いていく、とする働き方を望んで
いる者が多い（表１２）。
中国の働く者は、個人のやりたいことや専門性を追求
し、より良い処遇（より高い賃金・充実した福利厚生
と）や明確なキャリアパスを求めている。しかも、短期
間でのキャリアアップの要求が強い。それが実現しない
と見れば、離職・転職するのである。
これから企業運営の中心となっていくであろう、この
ような意識を持ち、行動する高学歴若年層に対して日系
企業はどのような経営をしようとしているのであろう
か。
これまでの日系企業の人事管理は、単純で熟練を要さ
ない職種を除いて、長期間の勤続を前提に、比較的長期
の人材育成と企業共同体形成（企業理念・精神の共有、
家族的雰囲気づくり－寮や食堂等の提供といった中国で
一般的な福利厚生施策のほかに、運動会、忘年会・懇親
会、社員旅行等の日本企業独自の福利厚生施策の導入）
が中心であった。
今、日系企業の課題は「現地化」である。つまり、優
秀な従業員の採用と定着、幹部人材への育成である。
JETROの調査では、現地化の取り組みをしていない
企業はわずか４．４％で、ほとんど（９５％）の企業が何ら
かの現地化の取り組みを行っている。その主要なもの
は、人材の登用（管理職クラス、役員クラス）、人材の
育成・研修の強化という「人の現地化」である。つま
り、現地のことは現地のスタッフが管理する体制の構築
である。加えて、能力主義の強化等の人事制度の改訂で
ある（表１３）。
しかし、これまで見てきたように、優秀な人材の採用
については、困難を抱えている企業が多かった。また、
能力主義的人事制度を導入していても、その評価基準の
あいまいさ（特に、企業忠誠心、勤続年基準が入ってい
ること）やその不徹底さが、優秀人材の採用難、離職を
招いていた（だからこそ優秀人材の採用・定着を可能に
する制度への「改訂」が検討されているのであろう）。
管理職の現地化・中国人従業員の管理職への登用は、
日系企業にとって重要課題である。しかし、それを推進
するためには、労働者の能力向上を図り、優秀な従業員
表１１ 仕事の上で大切だと思うもの
中国 日本
差（中
－日）
中国
男
日本
男
差（中
－日）
中国
女
日本
女
差（中
－日）
差（男－
女）中国
差（男－
女）日本
会社のステイタス １２．７ ４．６ ８．１ １２．６ ４．７ ７．９ １２．９ ５．０ ７．９ －０．３ －０．３
良好な職場の人間関係 ２９．９ ５６．０ －２６．１ ２６．７ ５３．０ －２６．３ ３２．８ ５９．０ －２６．２ －６．１ －６．０
自分が希望する仕事内容 ３１．９ ５１．３ －１９．４ ３５．２ ５０．３ －１５．１ ２８．８ ５２．３ －２３．５ ６．４ －２．０
高い賃金・充実した福利厚生 ７９．０ ３９．０ ４０．０ ７３．７ ４４．７ ２９．０ ８３．８ ３３．３ ５０．５ －１０．１ １１．４
自分が希望する勤務地 １８．３ ２０．７ －２．４ １５．０ １９．０ －４．０ ２１．４ ２２．３ －０．９ －６．４ －３．３
適切な勤務時間・休日 ３０．３ ４９．０ －１８．７ ２８．３ ４０．３ －１２．０ ３２．１ ５７．７ －２５．６ －３．８ －１７．４
正当な評価 ５．６ ２５．３ －１９．７ ７．３ ２７．３ －２０．０ ４．１ ２３．３ －１９．２ ３．２ ４．０
明確なキャリア ５０．４ １０．５ ３９．９ ５５．９ １３．０ ４２．９ ４５．４ ８．０ ３７．４ １０．５ ５．０
雇用の安定性 ３１．３ ３６．３ －５．０ ３０．８ ４０．０ －９．２ ３１．７ ３２．７ －１．０ －０．９ ７．３
教育研修の機会 １０．６ ７．０ ３．６ １４．６ ７．７ ６．９ ７．０ ６．３ ０．７ ７．６ １．４
注：優先順位の高いものから３つ選択、１番目から３番目までを合算
出所：リクルートワークス研究所「Global Caeer Survey」２０１３
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を育てることである。そのため、従業員教育が重要にな
ってくる。
一般に日系企業は従業員教育に熱心である。これまで
も、現場の３S～５Sのレベルの教育・研修から、階層
別教育も行われていた。工場や販売・サービス現場で
は、技能教育、更には監督者教育がされている。高級人
材には、もちろんスキル教育から管理者、経営者教育ま
で、OJTと Off−JTでなされるようになってきている。
新入社員教育は、集合研修形式の新入社員研修を実施
している。主な内容としては、企業組織・歴史、企
業理念、社内制度・規程、ビジネスマナー、業務
基礎スキルであった。研修期間は２～３日とする企業が
多かったが、中には１～２週間、あるいは、３日間の合
宿を行っている企業もあった。この新入社員研修の後
は、配属部署ごとの研修や OJTが行われている。
幹部育成教育は、比較的長期的視野での階層別・段階
的な管理者研修である。それは、Off−JTの管理者教
育、日本への派遣・日本での研修（数カ月、数年日本本
社に派遣し、OJTで日本の労働現場、経営現場を経験）
である。その教育内容には、必ずと言ってよいほど「企
業理念・企業精神」が入っているのが特徴的である。
また、近年は、中国のトップ大学と提携して、マネジ
メント教育を導入するようになった。また、中国本社・
持ち株会社を設置するような大企業では、グループ企業
共通の教材を使っての教育も導入するようになった。さ
らに、グローバル企業では、中国社と日本本社だけでな
く、他のアジア地域のグループ会社、更には欧米のグ
ループも加えて、教育と人事交流を行い、グローバル社
表１２ 望ましいと思う働き方
中国 日本
差（中
－日）
中国
男
日本
男
差（中
－日）
中国
女
日本
女
差（中
－日）
中国男女差
（男－女）
日（男
－女）
１
A 世界をまたにかけて働く ６０．４ ３４．５ ２５．９ ５７．９ ３７．６ ２０．３ ６２．７ ３１．０ ３１．７ －４．８ ６．６
B 地域に根差して働く ３９．６ ６５．５－２５．９ ４２．１ ６２．３－２０．２ ３７．３ ６８．７－３１．４ ４．８ －６．４
２
A 大きな組織の一員になる ６５．２ ５６．３ ８．９ ６５．５ ５１．０ １４．５ ６５．０ ６１．６ ３．４ ０．５－１０．６
B 小さな組織のリーダーになる ３４．７ ４３．７ －９．０ ３４．５ ４９．０－１４．５ ３５．０ ３８．３ －３．３ －０．５ １０．７
３
A 様々な分野の仕事を経験する ６０．６ ４６．４ １４．２ ６３．１ ４８．７ １４．４ ５８．３ ４４．０ １４．３ ４．８ ４．７
B 一つの分野を長く経験する ３９．４ ５３．７－１４．３ ３６．９ ５１．３－１４．４ ４１．７ ５６．０－１４．３ －４．８ －４．７
４
A 多くの人を巻き込む ７８．８ ４２．８ ３６．０ ８２．２ ４４．３ ３７．９ ７５．７ ３９．４ ３６．３ ６．５ ４．９
B １人で完結する ２１．２ ５８．１－３６．９ １７．９ ５５．７－３７．８ ２４．３ ６０．７－３６．４ －６．４ －５．０
５
A 仕事の進め方に明確な型があり、それにのっとる ６３．０ ４４．３ １８．７ ６１．１ ４４．０ １７．１ ６４．２ ４４．７ １９．５ －３．１ －０．７
B 仕事の進め方は自分で考える ３７．１ ５５．７－１８．６ ３８．４ ５６．０－１７．６ ３５．８ ５５．３－１９．５ ２．６ ０．７
６
A 幅広く様 な々人 と々人間関係を築く ６３．５ ４２．５ ２１．０ ６８．０ ４２．３ ２５．７ ５９．４ ４２．７ １６．７ ８．６ －０．４
B 特定の信頼できる人と深い人間関係を築く ３６．５ ５７．５－２１．０ ３２．０ ５７．６－２５．６ ４０．６ ５６．３－１５．７ －８．６ １．３
７
A 仕事よりプライベートを優先する ７０．１ ７３．８ －３．７ ６６．８ ７０．６ －３．８ ７３．１ ７７．０ －３．９ －６．３ －６．４
B プライベートより仕事を優先する ２９．９ ２６．２ ３．７ ３３．２ ２９．３ ３．９ ２６．９ ２３．０ ３．９ ６．３ ６．３
８
A 負荷が重いが、成長できる ７５．７ ６１．８ １３．９ ７６．５ ６８．３ ８．２ ７４．９ ５５．３ １９．６ １．６ １３．０
B 成長できないが、負荷は軽い ２４．４ ３８．２－１３．８ ２３．５ ３１．７ －８．２ ２５．１ ４４．７－１９．６ －１．６－１３．０
９
A 国や地域を発展させる ３６．３ ２６．７ ９．６ ３７．７ ３１．７ ６．０ ３５．０ ２１．６ １３．４ ２．７ １０．１
B 自分や家族を豊かにする ６３．７ ７３．３ －９．６ ６２．４ ６８．３ －５．９ ６５．０ ７８．３－１３．３ －２．６－１０．０
１０
A 市場価値を高め競争社会を生き抜く ５１．９ ２５．６ ２６．３ ５７．１ ３１．７ ２５．４ ４７．３ １９．７ ２７．６ ９．８ １２．０
B 競争ではなく自分なりの幸せを目指す ４８．１ ７４．３－２６．２ ４３．０ ６８．３－２５．３ ５２．８ ８０．３－２７．５ －９．８－１２．０
注：１～１０のそれぞれ A／Bの考え方にどちらか近い方を選択。Aに近い＋どちらかと言えば Aに近い、Bに近い＋どちらかと言えば B
に近いの回答割合
出所：リクルートワークス研究所「Global Caeer Survey」２０１３より作成
表１３ 日系企業の現地化の内容・取り組み
２００９年 ２０１３年
人材の育成・研修の強化 ６６．３ ７４．４
即戦力となる人材の中途採用 ３４．６ ３７．５
能力主義等の人事制度の改訂 ４０．９ ４１．２
役員級現地人材の登用 ３６．６ １４．４
管理職クラスの登用 ８３．０ ５７．４
現地の製品・サービス開発力の強化 ２４．５ ３２．６
現地の販売戦略の決定権限強化 ２６．５ １２．８
現地への権限の委譲 １９．９ １２．８
現地化の取り組みはしていない １６．６ ４．４
注：２００９年は「現地化の内容」、２０１３年は「現地化を進めるための
取り組み」
出所：JETRO「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査」よ
り作成
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員の育成も開始している＊１８。
そして、この教育と昇給・昇進がリンクし、能力向上
が昇給・昇進につながるというキャリアパスを見せるよ
うになった。
なお、日系企業は、職位をある一人に固定せず、昇
進・昇格とセットで人事異動（配置転換）をする。そし
て、中国国内に複数の事業所を持つ企業では事業所間人
事異動（転勤）が要請されるようになってきた。しか
し、既述したように、中国では転居を伴う転勤はさまざ
まな要因で難しいし、中国人も望まない傾向があり、事
業所間異動も課題となってきている。
むすびにかえて
中国の改革解放以来、企業の外部環境は大きな変化が
生じている。市場経済が浸透し、競争が激化、高級人材
の需要増で人材競争を生み出した。高度経済成長の中
で、民営、外資企業の事業所数が増大し、事業所規模も
拡大し、外部労働力市場が成熟し、求職者（新規学卒
者、転職希望者）は労働市場を通じ自身の価値を高める
機会・転職によるキャリアアップの機会を得ることが出
来た。
このような状況のなかで、日系企業の長期雇用、年功
的処遇、配置転換、従業員の人材管理への関与等の長期
的指向の管理方法は基本的に広範な支持を得られず、結
果主義の業績考課、明確な職位職責の規定、業績に基づ
くボーナス等短期的指向の管理方法、短期的雇用や業績
主義を主とする市場購入型人材管理モデルが有効であ
る、もし企業が年功的処遇制度を採用すれば、人材流出
という深刻な問題に直面してしまう、と主張されてき
た。
しかし、１０年代に入って、中国の成長率は鈍化してき
ており（と言っても７％台の高成長である）、９０年代、
００年代の高成長期のような事業規模の急速な拡大は見込
めないであろう。つまり、これまでのような転職による
キャリアアップの可能性は低下し、しかも、安定志向も
強くなってきているので、転職行動も落ち着くであろう
（もちろん、超優秀人材はどの社会おいてもヘッドハン
ティングもありジョブ・ホッピングする）。とすれば、
彼ら／彼女らの就業行動に変わっていくであろう。
今後の日系企業の命運は、長期勤続をする優秀人材の
育成にかかっていると言って過言でないであろう。その
カギは発展空間（報酬－地位と給与）の提供であろう。
日系企業の企業理念・企業精神・協調と企業優先を求
める企業文化と高い報酬と発展空間を求める自己利益優
先の個人主義化した中国人の意識と行動との「文化摩
擦」があるように思える。この折り合いが今後の大きな
課題となってくるであろう。この問題が、企業内教育に
よって、日本的企業文化に中国人従業員が同調していく
のか、あるいは、グローバル化の中で共通の企業文化が
形成されるのかはまだ不分明と思われる。
注
１）JETROの調査で「影響があった」との回答割合は、１２
年度調査４８.８％、１３年８月調査３１.３％、１３年１１－１２月調
査３４.１％ ＜「日本企業の海外事業展開に関するアンケー
ト調査～ジェトロ海外ビジネス調査～」＞。１２年秋には
反日行動で日系企業が襲われた。１３年７月には、アルプ
ス電気の片岡会長が、製造委託先企業に視察に来て「日
本は中国を侵略したのではなく、植民地から脱却するの
を助けた」と話したと伝わり、従業員と実習生が反発し
てストライキを起こす騒動があった。
２）日本側のデータは経済産業省が、毎年７～８月に、前年
度３月末時点の事実について行っている「海外事業活動
基礎調査」によるものである。この調査は、海外に現地
法人を有する日本本社企業を対象（金融・保険業、不動
産業を除く）に 、日本側出資比率が１０％以上の海外子
会社と海外孫会社（日本側出資比率が５０％超の海外子会
社が５０％超の出資を行っている外国法人）について、調
査したものであり、その回収率はおおむね７５％程度であ
る（１３年の調査対象数は ６,４６１社、回収率７６.４％であ
った）。
３）８大商社、３大銀行、２大スーパー・コンビニ、６大自
動車、５大電機は全て中国に持ち株会社を設置している
＜各社 HP＞。
４） 大手の自動車、電機は中国に R&D社を設置している。
５）市場経済の発展、就職の自由化によって、人的資源サー
ビス業（人材仲介会社＜人材紹介・人材募集・人材情報
コンサルティング＞と職業紹介会社＜職業紹介、職業指
導とコンサルティング、労働力市場情報の収集・公表、
合同就職面接会の開催＞）が勃興した。
「中国人力資源服務業白書」によれば、中国対外服務
工作業協会に属する人材サービス企業数は２００３年にわず
か３０企業しかなかったが０９年には１６０企業にまで増大し
た。村田によると、やや古いが、２００６年は１１６社で、そ
の営業収入は３１０億元に達し、なかでも国有企業８社が
その収益の７２％を占めていた（村田弘美「中国の外部労
働市場の現状―人材採用における人材サービス会社の役
割―」＜Works Review Vol.４２００９.６＞）
６）２０１３年の法改訂で、派遣労働は、「短期労働職」でかつ
従業員数の１０％以内に制限と「同工同津」（同一労働同
一賃金）とされた。現在中国国内には、労働者総数の
１３.１％を占める約３,７００万人の派遣労働者がおり、とりわ
け、第三次産業において派遣労働者が急増したという。
７）パナソニック、ソニーデジタルプロダクツ、ソニー電
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子、コニカミノルタ、住友電気工業などの名が挙がって
いるが、これらは氷山の一角にすぎず、「ほぼ全ての日
系メーカーの生産拠点において、派遣労働者を重宝して
いる」という。（DIAMOND online２０１４.９. ９）
８）２０１３年のいわゆる「農民工」の人口は前年から２.４％増
え、約２６,８９４万人となった。このうち都市部で出稼ぎを
する「外出農民工」は約１６,６１０万人で、約２７４人増加し
ている＜「２０１３年農民工観測調査報告書」＞。
９）企業や組織が提供する環境や場を意味し、学生たちは業
界内のランク、配属先の部署のランクの意味で使ってい
る。
１０）東洋経済 ONLINE「中国エリート学生座談会」（その２
＜１３.１１.１４＞、「中国理系エリート学生座談会」上＜１３.
１０.３＞、下＜１３.１２.５＞、「清華大・理系エリートの超堅
実な就職感」＜１４.７.１７＞等参照
１１） リクルートワークス研究所「Global Career Survey（世
界１３カ国２０代３０代大卒者の入・転職実態調査）」（２０１２
年９月実施）、調査対象－中国、韓国、インド、タイ、
マレーシア、インドネシア、ベトナム、アメリカ、ブラ
ジル、ドイツ、ロシア、オーストラリアの２０代、３０代の
大卒者。サンプル数は各国５００人前後で、中国は５１８人
（男２４７、女２７１）。なお、比較対象としている日本は、
「ワーキングパーソン調査２０１２」で、サンプル数は男女
３００人ずつの６００人である。
１２）リクルートワークス研究所「上海ホワイトカラーの就業
行動と意識」（２００８年調査）
１３）韓 敏恒「在中国日系製造業における現地管理職人材の
育成に関する研究」図表１２,１３p.８２（早稲田大学 産業
経営研究所『産業経営』第４６・４７合併号 ２０１０年１２月）
より
１４）「面子」の問題は、「叱るときは他の従業員のいる前です
るな、個別に呼んで叱れ」と、筆者が訪れた企業でも、
また多くのレポートでも言われているように、実際の従
業員との関係では重視されているようである。
１５）陳潔瑋（中智給与アナリスト）「現地化を進める日系企
業における奨励制度」（中智「中国 HRニュース」２０１３.
１.３１）
１６）「（派遣労働の規制強化は、）賃金の高騰、慢性的な労働
力不足、労働争議の頻発──。ただでさえ労務リスクが
高まっていたところに、中国生産を維持する“足かせ”
がまた一つ加わった」＜浅島亮子「週刊ダイヤモンド」
１４.９.９＞
１７）本調査の対象者（回答者）は、中国―上海市在住の２０歳
～３９歳の大卒以上の会社員・団体職員（９５.４％）、公務
員（４.６％）の５１８人
日本－東京、神奈川、千葉、埼玉の一都４県在住の２０
歳～３９歳の大卒以上の正規会社員・団体職員（９５.３
％）、公務員（４.７％）の６００人
１８）このような日本企業の従業員教育の具体的事例は各所で
報告されているし、各社の HPにも報告されている。柴
田（２０１１、２０１２、２０１３）でも若干の事例を報告してあ
る。
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